
道路施設の計画的な老朽化・地震対策の推進について

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 近年、社会問題となっているインフラの総合的な老朽化対策は、急務な課題であ

り、施設の健全度の確保及びライフサイクルコストの縮減と予算の平準化を図るた

め、「川崎市橋梁長寿命化修繕計画」、「川崎市道路維持修繕計画」に基づき、橋梁・

歩道橋など道路施設の点検・補修を計画的に実施しております。 

○ 無電柱化事業では、「川崎市無電柱化整備基本方針」に基づき、災害時における緊

急車両の通行や救助活動の円滑化を図るための整備を推進しております。

○ 道路照明や昇降設備等の老朽化による破損や故障及び緊急輸送道路の道路擁壁や

舗装の損傷・劣化は、地震時のみならず日常生活においても社会的影響が大きい災

害や事故の原因につながることから、設備機器の更新及び道路施設の維持・修繕事

業を推進する財源確保のため、重点配分事業の対象拡大を要望します。 

■ 費用 

○ 平成３０年度計画事業費 約２９億円（国費 約１４億円） 

・ 老朽化・地震対策（重点配分事業） 約２０億円（国費 約１０億円） 

・ 老朽化対策（重点対象外）     約 ９億円（国費 約 ４億円） 

■ 効果等 

○ インフラの総合的かつ計画的な老朽化対策により、市民生活の基盤である道路施

設及び設備機器の長寿命化と健全度を保ち、また、地震対策を踏まえた効果的な防

災機能の向上を図ることにより、市民の安全・安心な生活環境を確保します。

１ 道路施設の維持修繕に必要な財政措置を講ずること。 

２ 防災・安全交付金における重点配分事業の拡大を図ること。 
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主な道路施設の維持修繕事業 
【橋梁長寿命化】

【点検・損傷状況】

［平成２９年度］ ［平成４４年度］

２７％ ７３％

長寿命化修繕計画対象橋梁   １６５橋 

建設後５０年以上経過した橋梁 

現  在〔平成２９年度〕  ４２橋（２７％） 

１５年後〔平成４４年度〕 １１２橋（７３％） 

擁壁損傷状況

（鉄筋露出）

横断歩道橋損傷状況

小倉跨線橋 
【塗装塗替】 

花園橋 
【剥落防止】

修繕前

この要請文の担当課／建設緑政局道路河川整備部道路施設課 ＴＥＬ 044-200-2802

橋梁点検

修繕前

修繕後 修繕後

トンネル点検

灯柱根腐
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幹線道路の整備推進について

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 全国的には少子高齢化の進行による人口減少社会が到来する中、首都圏の中心部

に位置する本市においては、人口の都心回帰や都市再生の取組などにより、人口が

引き続き増加し、本市に関連する自動車交通もしばらくの間は微増傾向を示すもの

と想定しております。 

○ こうした中、本市の幹線道路網の整備は未だ低い水準にあり、南北に長い地理的

特性から、橋梁整備などによる京浜間の連携強化とともに、臨海部から丘陵部に向

けた市域縦貫方向の交通軸の機能強化が課題となっています。 

○ また、拠点開発の進展が著しい小杉駅周辺では、快適で賑わいのあるまちづくり

の創出に向け、沿道と一体となった面的な道路整備が求められているなど、効率的

な都市経済活動を支え、都市拠点の交通機能強化や魅力ある都市環境の形成を図る

ためには、今後も着実に幹線道路の整備を推進する必要があります。 

■ 費用 

○ 平成３０年度計画事業費  約５８億円   （国費 約２７億円） 

  ・ 道路・橋梁事業    約３２億円   （国費 約１５億円） 

・ 街路事業       約２６億円   （国費 約１２億円） 

■ 効果等 

○ 渋滞等の緩和による自動車交通の円滑化 

○ 安全で快適な通行空間の確保 

○ 都市における防災性の向上 

○ 交通結節点へのアクセス性の向上 

道路整備、街路整備に必要な財政措置を講ずること。
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この要請文の担当課 ／ 建設緑政局道路河川整備部道路整備課 TEL 044-200-2798 

図１ ２０政令指定都市 都市計画道路整備進捗率 
(平成 28 年 3 月 31 日現在) 

川川崎崎市市のの主主なな事事業業中中のの幹幹線線道道路路

○本市における平成28年 3月 31日現在の都

市計画道路の整備進捗率（事業費ベース）は

70％で、20 政令指定都市中 14 番目と低くな

っている。 

都市計画道路整備状況調書より

丸子中山茅ヶ崎線（蟻山坂工区）（イメージ図）

世田谷町田線 

尻手黒川線 

丸子中山茅ヶ崎線 

宮内新横浜線 

（仮称）等々力大橋 

一般国道４０９号 

末吉橋 

川崎駅周辺地区 

溝口駅周辺地区 

登戸・向ヶ丘遊園駅 

周辺地区 

新百合ヶ丘駅 

周辺地区 

横浜生田線 

尻手黒川線Ⅳ期（イメージ図）

（仮称）等々力大橋（イメージ図）
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中央新幹線計画に伴う幹線道路整備について 

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景

○ 中央新幹線計画では、川崎市内の中原区等々力から麻生区片平まで全区間が大深

度地下トンネル構造で、かつ５カ所の非常口設置が予定されており、このうち平成

２８年度から、梶ヶ谷非常口及び東百合丘三丁目非常口の２ヵ所の立坑工事に着手

しております。 

○ 非常口の工事では、資材・機械の搬入搬出及びトンネル等の大量な掘削残土の搬

出が予定されており、工事用車両の通行による道路交通への影響が懸念されており

ます。 

○ ＪＲ東海が行った環境影響評価の結果では、交通混雑について主要な交差点の需

要率は０．９以下に収まり、道路への影響は少ないと評価されていますが、市内５

カ所のうち中原区等々力及び麻生区片平非常口周辺には、未完成の幹線道路が多く、

道路交通への影響を低減させることが急務となっています。 

○ このため、特に中原区等々力及び麻生区片平非常口周辺の幹線道路を早期に完成

させる必要があります。 

■ 費用 

○ 平成３０年度計画事業費  約２７億円  （国費 約１５億円） 

■ 効果等 

○ 非常口周辺の通行環境の改善 

 ○ 自動車交通の円滑化の促進 

 中央新幹線計画の着工に伴い非常口の工事では、資材・機械の搬入搬出及びトンネ

ル等の掘削残土の搬出が予定されているが、道路交通への影響を低減させるため、早

期に周辺道路の整備を促進する必要があることから、幹線道路整備に必要な財政措置

を講ずること。 
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■非常口等予定地

■等々力・片平非常口周辺都市計画道路

■中央新幹線スケジュール

片平（非常口）

等々力（非常口）
東百合丘三丁目

（非常口） 梶ヶ谷（非常口・保守用車留置施設）

犬蔵三丁目（非常口）

片平非常口

尻手黒川線

世田谷町田線

等々力非常口

宮内新横浜線

丸子中山茅ヶ崎線

国道４０９号

等々力非常口 片平非常口国道４０９号

横浜上麻生

柿生町田線

町田調布

この要請文の担当課／建設緑政局総務部企画課 TEL044-200-2769

H２７ H２８ H２９ H３０ H３１ H３２ H３３ H３４ H３５ H３６ H３７ H３８ H３９

　　　　　※非常口の着手時期については完成時期より想定

　　　　　※中央新幹線（東京・名古屋）環境影響評価書（平成25年9月）

リニア中央新幹線整備
（品川・名古屋間）

中原区等々力非常口等整備

麻生区片平非常口等整備
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京浜急行大師線連続立体交差事業について    

【国土交通省】 

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 京浜急行大師線連続立体交差事業は、昭和６３年度に国の事業採択を受け、平成５

年６月に都市計画決定、平成６年３月に事業認可を得て、事業に着手しました。 

○ 本事業は、円滑な交通流の確保を目的としており、踏切における交通渋滞や事故を

解消するとともに、騒音、排気ガス等の自動車公害の低減、分断されている市街地の

一体化や防災性の向上が図れることから、着実な事業進捗が課題となっています。 

○ 現在、工事を推進している１期区間（小島新田～東門前）は、周辺にキングスカイ

フロントを中心とした世界最高水準の研究開発から新産業を創出する拠点形成が進

むなど、一日も早い踏切の除却が望まれている中、平成３１年度の完成を目指してお

り、平成３０年度の立体交差化に向けて、確実な予算の確保が必要となっています。 

○ 今後は、１期区間（東門前～川崎大師 鈴木町すり付け）の整備も予定しているた

め、事業費の増大が見込まれています。 

■ 費用 

○ 総事業費：約１,４７０億円（補助対象事業費：約１,３６８億円） 

○ 平成３０年度計画事業費 約４２億円（国費 約２３億円） 

■ 効果等 

○ １４箇所の踏切除去による交通渋滞の緩和、沿線環境の改善 

○ 地域分断の解消による地域の一体化の推進

１ 連続立体交差事業において、今後、進捗に伴う必要な財源を十分に措置すること。 

２ 京浜急行大師線連続立体交差事業については、地下式により施行するため多額の

事業費を必要とすることから、計画的な事業執行に必要な財政措置を講ずること。
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京浜急行大師線連続立体交差事業の概要

① 事業概要図

○計 画 区 間  京急川崎駅～小島新田駅

○計 画 期 間  平成５年度～平成３６年度

○総 事 業 費   約１,４７０億円（国費約 732 億円、市費約 658 億円、鉄道事業者負担額約 80
億円）

○補助対象事業費 約１,３６８億円（小島新田駅～鈴木町駅については、地下構造に対する補助対

象額、鈴木町駅～京急川崎駅については、現線高架想定額

に対する補助対象額）

○事業の概要   延 長  計画線 約５ｋｍ

                （地下式 約 4.5 ㎞、地表式 約 0.5 ㎞）

              連絡線 約０．９ｋｍ

（地下式 約 0.5 ㎞、地表式 約 0.4 ㎞）

除却踏切数 １４箇所

           駅 数   ８駅（新駅１駅含む）

③立体方式

 高架式の場合は、既に高架化されている国道１５号や首都高速横羽線との交差部が高高架となること

や、ルートの一部が競馬場や市街化が著しい区域となることから、地下式としています。

国道４０９号交差部

競馬場

国道１５号（六郷橋）
縦断面図

首都高速横羽線

この要請文の担当課／建設緑政局道路河川整備部道路整備課 TEL 044-200-2747
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ＪＲ南武線連続立体交差事業について 

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景

○ ＪＲ南武線は、川崎駅から立川駅間を結び、首都圏において環状方向の鉄道輸送

の一翼を担う鉄道路線であり、本市域を縦断し市内の各拠点を結ぶ、本市において

重要な交通基盤であります。 

○ 沿線の武蔵小杉駅や鹿島田駅周辺では、企業の研究開発機能の集積や大規模な都

市型住宅の整備が進んでいますが、一方で、踏切に起因する国道４０９号や県道大

田神奈川などの渋滞といった道路交通に関する課題、また、路線バスの速達性低下・

通学児童などの安全性の低下など地域の生活利便性や生活環境に関する課題、さら

には、災害発生時の物資輸送を担う緊急輸送道路や広域避難場所への避難路確保な

ど、災害に対する課題が顕在化しております。 

○ 平成２６年度に着手した事業調査において、地質調査、測量、基本設計、沿線ま

ちづくりなどの検討を進め、平成２７年度末には概略設計が完了しました。 

○ 連続立体交差化の早期実現に向けて、計画段階評価や関連事業の測量・設計など

都市計画決定に向けた法手続きを進めております。 

■ 費用 

○ 総事業費：約１，４７９億円 

○ 平成３０年度計画事業費 約０．２億円（国費 約０．１億円） 

 ＪＲ南武線（尻手駅から武蔵小杉駅間）連続立体交差化の早期実現に向け、連続立

体交差事業及び関連都市基盤について、都市計画決定等の法手続きの調査・検討に必

要な財政措置を講ずること。 
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ＮＥＣ、三菱ふそう、東芝、キヤノンなどの
世界的企業、ＫＢＩＣ、ＮＡＮＯＢＩＣなど
産学官連携研究開発機能が集積

連立化により地域課題を解決して、沿線の
ポテンシャルを更に高め、暮らしやすく働きやすい

まちづくりを実現！！

小杉駅周辺地区

羽田空港・
キングスカイフロント

完成区間（第１期連立事業 約3.9㎞） 事業調査区間 約5.5㎞

横浜市域 約1.0㎞川崎市域 約4.5㎞

踏切

踏切（開かずの踏切）

歩行者ボトルネック踏切

住宅市街地整備の重点地

区再開発地区

大規模企業・研究施設

主な公園緑地

再開発地区

都市計画道路・国道等

（未整備・事業中区間）キヤノン

キヤノン

富士通

ＮＥＣ

三菱ふそう

キヤノン

日立

東芝

東芝

東芝

味の素

キヤノン

ＫＢＩＣ・
ＮＡＮＯＢＩＣ

①②

東京都大田区

多摩川

横浜市鶴見区

③
④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
⑩

⑪

⑫

⑬

凡例

事業の概要

○事業区間 ：矢向駅～武蔵小杉駅間（延長 約４．５km）

○区間の踏切 ：９箇所 （法指定を受けた踏切：７箇所）

■ 効果等

○ 踏切除却による交通円滑化

○ 公共交通の生活利便性の向上や沿線小学校の通学路踏切の危険性解消

○ 緊急輸送道路や広域避難場所への避難路の確保

この要請文の担当課／建設緑政局道路河川整備部道路整備課 TEL044-200-3499

平間駅前踏切（中原区）

■ スケジュール

平成28年度説明会開催状況
（2回開催 合計約500名出席）

塚越踏切（幸区）

法指定を受けた踏切の混雑状況 現在の取組
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川崎縦貫道路の整備推進について

【国土交通省】

■ 要請事項

■ 要請の背景 

○ 川崎縦貫道路は、首都圏の都市構造や経済活動を支えるとともに、本市の都市機

能を強化する広域的な交通ネットワークの形成及び市内の交通混雑の解消や沿道環

境の改善にも寄与し、災害時には本市臨海部に位置する基幹的広域防災拠点からの

物資輸送を支える高速道路ネットワークの一つとして重要な役割を担うものです。 

○ この路線は東京湾アクアラインから東名高速道路までを結ぶ道路として計画され、

Ⅰ期事業（浮島～国道１５号間）の整備が進められていましたが、平成１７年８月

に国の対応方針が示され、大師ジャンクション以西の整備が先送りされています。 

○その再開のためには、東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）との一本化を

含めた幅広い検討を進め、Ⅱ期計画の早期具体化を図ることが必要と考えています。 

○ 平成２８年２月に「東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議

会」が設立されましたので、当該区間の計画の具体化に向けた検討が進んでいくも

のと考えています。 

○ また、上記対応方針においては、Ⅰ期事業の工事再開までの当面の措置として、

国道４０９号の街路整備、川崎大師駅前の広場空間および川崎駅周辺の交通円滑化

に向けた整備計画の具体化が挙げられています。特に、国道４０９号の街路整備に

ついては、地元経済団体や住民組織などからも早期整備完了を求められていること

から、予算を集中的に配分し、整備を推進する必要があります。 

○ 川崎大師駅周辺については、変則的な鉄道との交差形状による国道４０９号の下

り車線数の減少やボトルネック踏切などにより、円滑な交通が妨げられております。 

○ 踏切については連続立体交差事業により除却が予定されておりますが、除却には

時間を要することから、暫定的な対策により早期に改善を図る必要があります。 

■ 効果等 

○ 都市機能強化、交通混雑解消、災害時の輸送路、沿道環境改善 

○ 二酸化炭素、窒素酸化物等の削減 

１ 川崎縦貫道路Ⅰ期事業の整備推進を図ること。 

２ 川崎縦貫道路Ⅱ期計画について、東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）

との一本化を含め幅広く検討を進め、早期に計画の具体化を図ること。 

３ 国道４０９号の街路整備に必要な事業費を確保し、整備を推進すること。 

また、川崎大師駅周辺においては、早期に交通の円滑化対策を図ること。
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大師ジャンクション

～国道１５号間 開通済区間

この要請文の担当課／建設緑政局広域道路整備室 TEL 044-200-2039

川崎縦貫道路の整備により、地球温暖化に起因するCO２・NOX等の排出を抑制

都市機能強化・交通混雑解消・災害時の輸送路・沿道環境改善等に向けて、
市の骨格となる川崎縦貫道路の早期整備が不可欠

Ⅰ期区間 ７．９km

２．４km

等々力陸上競技場約１６０個分の

森林が年間に吸収する量に相当

窒素酸化物(NOX) 年間約９t削減

浮遊粒子状物質(SPM) 年間約０．２t削減

二酸化炭素(CO２) 年間約６，０００t削減

渋滞減少に伴う平均走行速度の向上により、

CO２排出量が減少

川縦Ⅰ期整備により、

自動車排出物質量の大幅削減が可能

川崎縦貫道路Ⅰ期区間側面図

５．５km

Ⅱ期区間

出典：国土総合研究所

「道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠（平成22年度版）」から作成

川崎縦貫道路（Ⅱ期） 川崎縦貫道路（Ⅰ期） 館山線 ３ 環 状 ９ 放 射

圏央道

関越道

東北道 常磐道

外かん

中央 環状

中央道

東名高速 東関道

水戸
線

湾岸道路

東京湾

アクアライン

第二湾岸

川崎

さいたまさいたま

厚木

相模原
町田

成田

千葉

つくば

木更津

柏

八王子

青梅

立川

川越
牛久

春日部

越谷

放射道路

その他有料道路

川縦 Ⅱ期整備

圏央道

関越道

東北道 常磐道

中央環状線

中央道

館山道

東関東道

湾岸線

東京湾川崎

さいたま

相模原

町田

成田

千葉

つくば

木更津

柏

八王子

青梅

立川

川越

牛久春日部

越谷

外環道

第２東名 厚木

東名高速

川崎縦貫道路（Ⅱ期） 川崎縦貫道路（Ⅰ期）

外環道

第３京浜

京葉道路供 用

事業中

計 画

構 想

環状道路

凡 例

出典：首都高速道路株式会社「平成21年度 事業評価監視委員会」
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首都高速道路等の料金施策に係る措置について 

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 平成２８年４月に導入された「首都圏の新たな高速道路料金」は、料金水準が高

い圏央道等の料金が下がるなど、首都圏全体の道路ネットワークを最大限活用する

ために有効な施策です。新たな料金導入後、都心通過から外側の環状道路へ交通が

転換し首都高速の渋滞が緩和したことや首都高速の短距離利用増加で一般道が円滑

化するなどの効果が平成２８年５月に公表されており、本市域においても、移動・

輸送時間の短縮等の効果が期待されます。 

○ しかしながら、新たな上限料金が設定された首都高速道路や、負担増となる第三

京浜道路等については、一般道への交通転換が懸念されることから、「首都圏の新た

な高速道路料金」導入後の効果や影響を検証するとともに、必要に応じて、激変緩

和措置の長期継続や利用者の利便性向上策について検討が必要です。 

■ 効果等 

○ 交通が適切に分散され、移動・輸送時間の短縮

○ 高速道路の有効活用により一般道の渋滞が改善 

○ 平均旅行速度の向上に伴い二酸化炭素､窒素酸化物等が削減され、沿道環境が改善 

平成２８年４月に導入された「首都圏の新たな高速道路料金」について、その効果や

影響を検証するとともに、激変緩和措置の長期継続や利用者の利便性向上策について検

討すること。 
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首都高速道路の料金

横浜新道・第三京浜の料金

H28．3．1国土交通省公表資料
「首都圏の新たな高速道路料金について」

H28.3.1 高速道路会社公表資料
「首都圏の新たな高速道路料金について」

この要請文の担当課／建設緑政局広域道路整備室 TEL 044-200-2039
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広域鉄道ネットワークの機能強化について 

【国土交通省】 

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 首都圏における交通の円滑な処理や都市機能の一層の向上、自動車交通

への過度の依存から鉄道等への転換促進のため、質の高い広域公共交通ネ

ットワークや駅施設の機能強化が必要であり、計画的な取組を図る必要が

あります。 

◯ 国際戦略総合特区及び国家戦略特区の重要なエリアである臨海部は、既

存産業に加え、高度な研究開発機能の集積などが着実に進んでおり、我が

国の成長戦略の一翼を担う重要な地域であることから、本市としても将来

を見据えた（仮称）臨海部ビジョンの策定を進めるなど重点的に取り組ん

でおります。このような中、臨海部の活性化や国際戦略拠点の形成に向け

ては、公共交通機関の充実や、羽田空港へのアクセス強化が一層求められ

ています。

○ 武蔵小杉をはじめとした本市内陸部は、将来に渡り夜間人口の増加が見

込まれており、ＪＲ南武線を始めとして、現在でも激しく混雑している各

鉄道路線・駅の状況が一層悪化する事が想定されていることなどから、本

市では、総合都市交通計画の中で、早期にＪＲ南武線長編成化等の既存路

線における機能強化に取り組むとともに、計画的な施策・事業展開を図る

こととしています。 

○ 別図に示す各路線は、首都圏における広域鉄道ネットワークの機能強化

を通じ、広域的な都市間連携や、拠点機能及び拠点間連携の強化に資する

ものであり、整備のためには関係者間で連携して取組を進める必要があり

ます。横浜市営地下鉄３号線延伸については、早期の事業化を目指し、横

浜市と連携しながら検討を進めています。 

■ 効果等 

○ 広域鉄道ネットワークの機能強化により、既存路線の混雑緩和が図られ

るとともに、羽田空港やリニア中央新幹線駅等の高速幹線交通機関へのア

クセスが強化され、首都圏における都市間連携の強化等による都市機能の

向上が図られることから、首都圏の国際競争力強化に資するものです。 

 広域鉄道ネットワークの機能強化に向けて、事業の進展に合わせた必要

な財政措置や支援策の充実を図ること。 
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鉄道ネットワーク機能強化の取組  

本市の交通政策の目標

①首都圏機能の強化及び活力 
ある本市都市構造の形成に
向けた交通環境の整備

②誰もが安全、安心、快適に
利用できる交通環境の整備

③災害に強い交通環境の整備

④地球にやさしい交通環境の
整備

鉄道交通施策の方向性

①・広域的な都市間連携強化
 ・拠点機能及び拠点間連携の強化
・羽田空港へのアクセス強化
・新幹線、リニア中央新幹線駅への

アクセス強化
・臨海部の交通環境整備

②・公共交通へのアクセス向上
・快適性の向上
・安全、安心な移動環境の確保
・ユニバーサル化の推進
・地域（交通）分断の解消

③・耐震性の向上
・リダンダンシーの向上

④・車両等の低炭素化、省エネルギー
化の推進

・公共交通の利用促進

〔 広域鉄道ネットワークの機能強化 〕

川崎市総合都市交通計画 

この要請文の担当課 /  まちづくり局交通政策室 TEL 044-200-3550 

広域鉄道ネットワーク

の機能強化
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川崎駅周辺地区の整備推進について    

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 川崎駅周辺地区は、本市の広域拠点として、民間活力の導入等による個性と魅力

にあふれた拠点地区形成を図るため、川崎駅周辺総合整備計画（平成２８年改定）

に基づき事業を推進しております。また、都市再生緊急整備地域に指定し、にぎわ

いのある都市空間の形成を図るなど、都市再生に向けた取組を推進しています。 

○ ＪＲ川崎駅東西の主動線となる東西自由通路は、駅周辺地区の大規模商業施設や

都市型住宅等の整備により利用者が増加しており、自由通路の混雑緩和や、駅東西

の利便性・回遊性等の向上を図る必要があるため、平成２４年度に北口自由通路と

新たな改札口の整備に着手し、平成３０年度の完了を予定しています。 

○ 京急川崎駅周辺地区では、都市基盤が脆弱なことから建物の機能更新や土地の高

度利用が効果的に進んでいなかったため、京急川崎駅周辺地区まちづくり整備方針

に基づき、事業を推進する必要があります。 

■ 費用 

○ 平成３０年度計画事業費       約２５．８億円（国費 約１２．７億円） 

・ ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備事業   約２４．６億円（国費 約１２．１億円） 

 ・ 京急川崎駅周辺地区整備事業      約  １．２億円（国費 約 ０．６億円） 

■ 効果等 

○ 北口自由通路等の整備による、ＪＲ川崎駅へのアクセス性の向上や駅周辺の利便

性・回遊性の向上 

○ 京急川崎駅周辺の土地の高度利用及び基盤の再編整備による、民間活力を活かし

た都市機能の集積と利便性の高い駅前空間の形成 

 川崎駅周辺地区の都市拠点機能整備について、各事業の進展に合わせた必要な財

政措置を講ずること。 
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■ 今後の費用の見込み

この要請文の担当課／まちづくり局拠点整備推進室       TEL 044-200-2036 
まちづくり局市街地整備部地域整備推進課 TEL 044-200-2730

凡例

都市再生緊急整備地域
（川崎駅周辺地域）

川崎駅西口地区住宅市
街地総合整備事業区域

ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備事業 

ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備 

事業着手 平成 24 年 12 月

事業完了 平成 30 年度（予定）

（単位：億円） 

事業名称 Ｈ29 予算 Ｈ30 計画 Ｈ31 計画 Ｈ32計画 Ｈ33計画 

ＪＲ川崎駅北口自由通

路等整備事業 

事業費 ３７．５ ２４．６ ― ― ― 

うち国費 １６．２ １２．１ ― ― ― 

京急川崎駅周辺地区整

備事業 

事業費 ０．４ １．２ ５．１ ２３．５ ６．８ 

うち国費 ０．２ ０．６ ２．２ ９．８ ３．２ 

ＪＲ南武線

川崎駅周辺地区 

大宮町地区

堀川町地区中幸町地区

Ｎ

ミューザ川崎

Ｃ地区

JR 川崎駅

京急川崎駅周辺地区整備事業 

ＪＲ東海道本線
ＪＲ京浜東北線

京浜急行本線

京急川崎駅

京急川崎駅西街区 

10 番館ビル 

北改札付近

新設コンコース
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小杉駅周辺地区の整備推進について 

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 小杉駅周辺地区は、本市の広域拠点として位置づけられ、先端技術を中心とした

研究開発・生産機能の高度化を図るとともに、駅に近接した４地区の市街地再開発

事業により駅前広場や道路等の公共施設を整備改善し、商業・業務・文化交流・都

市型住宅等の諸機能が集積した集約型の都市構造を目指したまちづくりを進めてい

ます。

○ これらの再開発事業により、地区幹線道路等の整備を行うとともに、市民自治活

動拠点施設・児童厚生施設・駐車場などの公共公益施設の再編整備を行い、新たに

駅周辺に保育所などの公益施設や商業・業務等の諸機能を集積する計画としていま

す。

○ 平成３０年度は小杉町３丁目東地区の施設建築物工事等の着実な推進を図る必要

があります。

■ 費用 

○ 平成３０年度計画事業費     約１９．４億円（国費 約１１．９億円）

・ 小杉町３丁目東地区     約１９．４億円（国費 約１１．９億円）

■ 効果等 

○ 土地の集約化と高度利用を図ることにより、駅周辺の都市基盤の整備や市民利用

施設の集約が図られ、本市の広域拠点としてふさわしい都市機能が形成されます。

○ 駅周辺に市民利用施設等が集約されることにより、利用者の利便性の向上が図ら

れます。

 小杉駅周辺再開発事業等の進展に合わせ、必要な措置を講ずること。 
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中丸子地区

ＪＲ武蔵小杉駅

Ｊ 
 Ｒ 
  南  
   武 
    線

小杉駅東部地区

向 
 河 
  原 
駅

Ｊ
Ｒ
横
須
賀
線
・

新
幹
線

グランド地区

小杉駅北口地区

新丸子東３丁目地区

新丸子駅

東
急
武
蔵
小
杉
駅

中原区役所

東
急
東
横
線

東
   京
   丸
  子
横
浜
線

国 
  道  
  409 
    号 

駅周辺事業地区位置図 

■ 今後の費用の見込み （単位：億円）

事業名称 Ｈ29 予算 Ｈ30 計画 Ｈ31 計画 Ｈ32 計画 

小杉町３丁目東地区

事業費 約１１．２ 約１９．４ 約２１．０ ―

うち国費 約５．４ 約１１．９ 約１２．７ ―

小杉町３丁目東地区

都市計画決定 平成26年2月 

組合設立認可 平成27年2月 

権利変換   平成28年9月  

工事着手   平成29年3月  

工事完了   平成31年度 （予定） 

この要請文の担当課／まちづくり局拠点整備推進室        TEL 044-200-2988
まちづくり局市街地整備部地域整備推進課  TEL 044-200-2730
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登戸･向ヶ丘遊園駅周辺地区の整備推進について

【国土交通省】

■  要請事項 

１ 登戸駅周辺地区及び向ヶ丘遊園駅周辺地区における建築物等の移転及び公共施設等

の整備推進に対する財政措置を講ずること。 

２ 都市計画道路登戸１号線、登戸２号線及び登戸野川線の早期整備に対する財政措置を

講ずること。 

■ 要請の背景 

○ 昭和６３年９月に土地区画整理事業の計画が決定した本地区は、本市の地域生活拠

点として、また、多摩区の商業、業務の中心地区としてふさわしいまちを目指し、土

地区画整理事業により都市計画道路等公共施設の整備等を行い、地域生活拠点機能の

確立並びに商業・業務機能を強化するとともに、安全で快適な市街地形成を推進して

います。 

○ 事業の長期化に伴い、建物の老朽化や権利者の高齢化が進むなど、事業の早期完了

が望まれていることから、平成２５年８月に策定した「登戸土地区画整理事業整備プ

ログラム」に基づき、事業を推進する必要があります。 

○ 平成３７年度末の事業完了に向け、一定エリアでの集団移転を積極的に実施し、効

果的かつ効率的に事業を推進しています。 

■ 費用 

○ 平成３０年度計画事業費     約２６．１億円 （国費 約１３．３億円） 

・都市計画道路整備等       約 ４．２億円 （国費 約 ２．３億円） 

・区画道路整備等         約２１．９億円 （国費 約１１．０億円） 

■ 効果等 

○ 区画整理事業による密集市街地解消及び防災性の向上 

○ 都市計画道路整備による地区内交通の円滑化 

○ 駅周辺整備による交通結節機能の強化 

○ 集団移転の実施による事業効果の早期発現 
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■登戸土地区画整理事業の進捗状況 

（平成 29 年 3 月末現在） 

■今後の費用の見込み 

この要請文の担当課／まちづくり局登戸区画整理事務所  TEL 044-933-8511 

 H29 予算  H30 計画  H31 計画  H32 計画  H33 以降  

登戸  

土地区画整理事業 

事業費 31.8 26.1 27.5 27.5 44.3

国  費  16.2 13.3 13.9 13.9 22.4

【登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区】位置図及び平成 30 年度要望箇所 

（単位：億円）

項  目  累計面積  
・延長等  

進捗率
(％ ) 

仮 換 地 指 定 面 積 
（ 263,159 ㎡）  

212,024 ㎡  80.6 

使 用 開 始 面 積 
（ 263,159 ㎡）  

147,375 ㎡  56.0 

建 築 物 等 移 転 棟 数  
（ 1,358 棟）  

808 棟  59.5 

道 路 築 造 延 長
（11,888ｍ）  

6,235ｍ  52.4 
集団移転実施エリアの移転状況（H29.4）  

老朽化する地区内の住宅 

（集団移転実施エリア内） 
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「新川崎・創造のもり」地区でのオープンイノベー

ション推進による研究開発力の更なる強化について    

【文部科学省・経済産業省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 新川崎地区は、大企業、ベンチャー企業、大学等による研究開発拠点形成が進む、

「国家戦略特区」、「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」指定のエ

リアであり、「新川崎・創造のもり」地区では「４大学コンソーシアム（慶應、早稲

田、東工大、東大）」を中心とした産学連携による研究開発や人材育成、研究機器の

共同利用など、企業・大学によるオープンイノベーションが展開されています。 

○ 現在、同地区では、オープンイノベーションの環境構築を進めることにより、大

学・企業の研究開発力を強化し、新たな科学・技術を事業化まで着実に結び付けて

いくため、産学連携に向けた大学・企業間のマッチング推進や、研究機器の共同利

用環境などの既存機能の更なる充実のための財政的支援が必要になっています。 

○ なお、市としても、企業、研究者の一層の集積と、研究開発力の更なる強化を図

るため、平成３０年度の供用開始を目指し、新たな研究開発施設の整備を進めてお

り、オープンイノベーションを強く推進する企業の進出が決定しているところです。 

■ 効果等 

○ 我が国を取り巻くイノベーションの環境変化に対応し、研究開発力の強化による

最先端技術等を活用した新たな製品・サービスの創出など、ものづくり産業の振興

に大きく貢献します。 

  「新川崎・創造のもり」地区におけるオープンイノベーションの推進による 

研究開発力の更なる強化を図るため、研究機器の共同利用環境など既存機能の更な

る発展や、大学・企業間のマッチング推進に向け必要な財政措置を講ずること。
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この要請文の担当課／経済労働局次世代産業推進室 TEL 044-200-3712 
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川崎港の機能拡充について    

【国土交通省】

■ 要請事項 

■ 要請の背景 

○ 京浜港は、国際コンテナ戦略港湾として国際競争力の強化に向けた取組を進めて

おります。川崎港における、コンテナ取扱量は、定期航路の開設にともない急増し

ており、平成２８年には１１．２万ＴＥＵに達し、平成２４年から５年間で約２倍

に増加する見込みとなりました。また、基幹航路以外のアジア航路等においても、

就航コンテナ船の大型化が進められており、既存の係留施設等の機能更新・性能向

上が求められています。 

○ 川崎港東扇島地区においては、平成２６年２月に総合物流拠点地区の立地企業の

全てが稼動開始し、更なる物流車両の増加に対応する交通機能の確保ならびに市街

地と基幹的広域防災拠点とを結ぶ緊急輸送路のリダンダンシー（代替性）の確保が

重要な課題です。臨海部交通ネットワークを充実させ物流機能の強化を図るために

も、臨港道路東扇島水江町線及び関連道路の整備を促進し、川崎港を含む京浜港の

更なる連携を強化する交通体系を整備することが必要です。 

１ 京浜港の一翼を担う川崎港が、国際コンテナ戦略港湾として、その機能を最大限

に発揮するため、臨港道路東扇島水江町の整備については、早期完成に向けた財源

措置、更なる工期短縮やコスト縮減策を講ずること。また、就航コンテナ船の大型

化に対応して、既存の係留施設等の機能更新・性能向上を図ること。 

２ 新たな港の賑わいの創出や地域の活性化を図るため、ホテルシップの受入に必要

な検討・支援を行うこと。 

３ 大規模災害等に備えるため、港湾施設や海岸保全施設の整備に必要な財源措置を

講ずること。 
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○ 東京オリンピック・パラリンピック開催時の首都圏における宿泊施設不足が懸

念されており、現在、政府において大型旅客船をホテルシップとして活用する検

討が進められています。川崎港は、東京に隣接し、首都高速でつながり、羽田空

港にも近いという地理的特性から、ホテルシップのポテンシャルがあり、受入れ

に向けた検討を進めます。しかしながら、専用の旅客用ターミナルがないことか

ら、既存の物流ターミナルを活用した受入のための環境整備（係船柱や防舷材等）

が必要です。 

〇 東日本大震災や熊本地震を踏まえ、首都直下地震等の大規模災害に備えるため、

港湾や海岸の防災・減災対策を推進することが必要です。 

■費用 

○ 平成３０年度事業費 約７３億円（国費 約４６億円）   

・ 臨港道路東扇島水江町線の整備、臨港道路東扇島水江町線関連道路の整備、

緊急物資等輸送路の改良、海岸保全施設改良等 

■ 効果等 

○ 国際競争力の強化及び港湾物流の効率化・高度化に対応した物流機能の強化 

○ 京浜港における交通ネットワークの充実 

〇 港の新たな賑わいの創出、市及び港のＰＲ、地域の活性化など 

○ 大規模災害等に対する防災・減災力の向上 

この要請文の担当課／港湾局港湾経営部整備計画課 TEL044-200-3061

臨港道路の渋滞状況 

川崎港海底トンネル（川崎方面） 

海岸保全施設の改良 

陸閘の改良 

コンテナ取扱量の増加 

大型旅客船（ホテルシップ） 

時間短縮

【】は対前年比の伸び率 
※数値は川崎港「港湾調査」より 

出典：国土交通省ホームページ 
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